
令和７年度６月補正予算（案）
　　　　　　　　（６月18日追加提案予定）

１　補正予算（案）の概要

○一般会計補正予算額   　　　６億21万円

○内容　

　物価高騰対策

　 (1)社会福祉施設、保育所、医療機関等への支援

 　(2)農林水産事業者への支援

　 (3)中小企業等への支援

２　補正予定額

(1)一般会計 （単位：千円）

国支出金 地方債 その他 一般財源

補正前の額 604,057,761 60,446,060 46,144,900 88,820,815 408,645,986

補正予定額 600,213 600,213

合　計 604,657,974 61,046,273 46,144,900 88,820,815 408,645,986

令和７年６月17日
経営管理部財政課

区　分 金　額
財　　　　源　　　　内　　　　訳

備　考
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【物価高騰対策】

(1)社会福祉施設、保育所、医療機関等への支援 （単位：千円）
［補正後現計］

（高齢福祉課） 120,200

事業内容

財　　源

（障害福祉課） 28,900

事業内容

財　　源

（こども家庭室） 18,200

事業内容

財　　源

高齢者施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける高齢者施設に対して、光熱費及び食
材料費等の高騰分を支援

（対象経費）①光熱費・車両燃料費　②食材料費
（対象期間）R7.7月～9月分相当
（支援額）入所：定員１名当たり ①2,500円、②1,600円
　　　　　通所：定員１名当たり ①900円、②400円
          訪問：１施設当たり   ①6,500円

重点支援地方創生臨時交付金

（対象経費）①光熱費・車両燃料費　②食材料費
（対象期間）R7.7月～9月分相当
（支援額）入所：定員１名当たり ①2,500円、②1,600円
　　　　　通所：定員１名当たり ①900円、②400円
          訪問：１施設当たり   ①6,500円

障害福祉施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける障害福祉施設に対して、光熱費及び
食材料費等の高騰分を支援

重点支援地方創生臨時交付金

こども関連施設に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける保育施設及び児童養護施設等に対し
て、光熱費及び食材料費の高騰分を支援

（対象経費）①光熱費
　　　　　　②食材料費…e、fのみ
（対象期間）R7.7月～9月分相当
（支援額）a私立保育所・認定こども園
　　　　　　定員９名以下：7,000円
　　　　　　定員170名以下：700円×定員
　　　　　　定員171名以上：119,000円
　　　　　b認可外保育施設（富山市除く）
　　　　　　定員20名以下：4,000円
　　　　　　定員21名以上：200円×定員
　　　　　c放課後児童クラブ
　　　　　　定員20名以下：6,000円
　　　　　　定員21名以上：300円×定員
　　　　　dとやまっ子さんさん広場
　　　　　　定員20名以下：4,000円
　　　　　　定員21名以上：200円×定員
          e児童養護施設、自立援助ホーム、ファミリーホーム
　　　　　　①定員10名以下：3,000円
　　　　　　　定員11名以上：300円×定員
　　　　　　②定員１名当たり2,500円
　　　　　f里親：①１世帯当たり3,000円
　　　　　　　　 ②委託児童１名当たり2,900円

重点支援地方創生臨時交付金
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（医務課） 106,800

事業内容

財　　源

（学術振興課） 1,000

事業内容

財　　源

（教育企画課、保健体育課） 1,110

事業内容

財　　源

(2)農林水産事業者への支援 （単位：千円）
［補正後現計］

（農業技術課） 16,800

事業内容

財　　源 重点支援地方創生臨時交付金

（農村整備課） 1,000

事業内容

財　　源 重点支援地方創生臨時交付金

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける医療機関等に対して、光熱費及び食
材料費の高騰分を支援

（対象施設）病院、診療所（医科・歯科）、薬局、施術所、
　　　　　　助産所、歯科技工所
（対象経費）①光熱費
　　　　　　②食材料費…aのみ
（対象期間）R7.7月～9月分相当
（支援額）a病院・有床診療所：１床当たり
　　　　　　　①5,000円、②2,000円
　　　　　b無床診療所・薬局等：１施設当たり9,000円

重点支援地方創生臨時交付金

重点支援地方創生臨時交付金

私立高校等に対する物価高騰対策緊急支援事業

　エネルギー価格・物価高騰の影響を受ける私立高等学校等（幼・小・中・高）
に対して、光熱費の高騰分を支援

（対象施設）私立幼稚園、小学校、中学校、高等学校
（対象期間）R7.7月～9月分相当
（支援額）園児・児童・生徒１人当たり140円

重点支援地方創生臨時交付金

医療機関等に対する物価高騰対策緊急支援事業

　農業水利施設を管理運営する土地改良区等に対して、電気料金の高騰分を支援

（対象期間）R7.7月～9月分（3か月間）
（補助対象経費）農業水利施設の管理に要する電気料金分
　　　　　　　　のうち土地改良区負担分の一部
（補助率）1/8

農業水利施設の電気料金高騰対策緊急支援事業

学校給食物価高騰対策緊急支援事業

　物価高騰により影響を受ける県立学校における給食等の質を維持するための費
用を補てん

（対象期間）R7.7月～9月分（3か月間）
（補助上限額）1,400円/t

飼料価格高騰経営安定緊急支援事業

　配合飼料価格の高騰の影響を受ける畜産農家に対して、飼料価格の高騰分を支
援

（対象施設）特別支援学校、夜間定時制高校等
（対象期間）R7.7月～9月分相当
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（森林政策課） 4,382

事業内容

財　　源 重点支援地方創生臨時交付金

（水産漁港課） 1,121

事業内容

財　　源 重点支援地方創生臨時交付金

(3)中小企業等への支援 （単位：千円）
［補正後現計］

（成長産業推進室） 173,400

事業内容

財　　源

（成長産業推進室） 59,000

事業内容

財　　源

（地域交通・新幹線政策室）
（観光振興室） 18,300

事業内容

財　　源

　製氷施設や冷凍冷蔵保管施設を保有する漁協等に対して、電気料金の高騰分を
支援

（対象期間）R7.7月～9月分（3か月間）
（補助率）1/8

（対象期間）R7.7月～9月分（3か月間）
（補助対象）鉄軌道、路線バス、高速バス、タクシー等の
　　　　　　電気代、燃料費等
（補助率）1/8等

重点支援地方創生臨時交付金

　林業・木材産業事業者及びきのこ生産者に対して、電気料金等の高騰分を支援

（対象期間）R7.7月～9月分（3か月間）
（補助率）1/8

ＬＰガス料金負担軽減支援事業

　国の負担軽減策の対象外となっているＬＰガス消費者を支援するため、ＬＰガ
ス小売事業者に対して、割引原資を助成

（補助対象）個人事業主や医療福祉施設を含む民生用のＬＰ
　　　　　　ガス小売事業者
（補助方法）１契約当たり600円（R7.7月～9月分相当）の割引
　　　　　　原資を助成し販売額からの値引きを実施

重点支援地方創生臨時交付金

鮮度保持施設の電気料金高騰対策緊急支援事業

（補助対象）特別高圧で受電する中小企業
　　　　　（大規模商業施設のテナント等の中小企業を含む）
（補助額）①R7.7月、R7.9月分：１kWh当たり1.0円
　　　　  ②R7.8月分：１kWh当たり1.2円
      　　上限額：384万円/社

重点支援地方創生臨時交付金

林業・木材産業燃料等価格高騰緊急支援事業

中小企業特別高圧電気料金負担軽減支援事業

　国の負担軽減策の対象外となっている特別高圧で受電する中小企業に対して、
電気料金の高騰分を支援

公共交通等燃料価格高騰対策支援事業

　エネルギー価格高騰の影響を受ける交通事業者に対して、燃料費等の高騰分を
支援
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（地域産業振興室） 50,000

事業内容

財　　源

【参考】Ｒ⑦に実施する他の物価高騰対策支援事業（予算に既計上分） （単位：千円）

（地域交通・新幹線政策室） 96,900

【R⑦当初】

事業内容

財　　源

（環境政策課） 300,000

【R⑥2月補正】

事業内容

財　　源

（こども家庭室） 70,000

【R⑥2月補正】

事業内容

財　　源

（地域産業振興室） 300,000

【R⑥2月補正】

事業内容

財　　源

富山地方鉄道鉄道線物価高騰対策支援事業

　県と沿線市町村が連携して、富山地方鉄道鉄道線の燃料や資材の高騰分を支援

（補助率）県1/2、市町村1/2

重点支援地方創生臨時交付金

省エネ家電・機器買替え促進による生活者支援事業

　省エネ性能の高い家電・機器の購入者に対し、品目に応じたポイントを付与
し、買替えを促進

（対象店舗）県内に所在する実店舗
（対象製品）エアコン、冷蔵庫、LED照明器具、高効率給湯器
           （エコキュート、エネファーム、エコジョーズ等）
（付与ポイント）1,000円～60,000円相当
　　　　　　　　　※小規模店舗はポイント２倍付与
（キャンペーン期間）R7.5.26～予算上限に達した時点で終了

重点支援地方創生臨時交付金

ひとり親家庭応援事業

低所得のひとり親家庭に対し、食料品や日用品の購入に利用できる電子ポイント
（１世帯当たり１万円分）を付与

重点支援地方創生臨時交付金

（申請期間）R7.7.18まで
　　　　　　※R7.9.30までポイントを利用可能

　物価高騰の影響を受ける県民の暮らしを支え、地域経済の活性化を図るため、
プレミアム商品券の発行等を支援

商工団体等が実施するプレミアム商品券の発行やポイント活用
事業等を支援
（補助率）商工団体：10/10、補助上限額：2,000万円
　　　　　商店街等：10/10、補助上限額：200万円

生活支援・消費喚起プロジェクト支援事業

　物価高騰の影響を受ける県民の暮らしを支え、地域経済の活性化を図るため、
商工団体等が実施するプレミアム商品券の発行等を支援

（補助率）商工団体：10/10、補助上限額：2,000万円
　　　　　商店街等：10/10、補助上限額：200万円

重点支援地方創生臨時交付金

生活支援・消費喚起プロジェクト支援事業

重点支援地方創生臨時交付金
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（地域産業振興室） 7,000

【R⑦当初】

事業内容

財　　源

（農産食品課） 25,000

【R⑥11月補正】

事業内容

財　　源

（農業技術課） 20,000

【R⑦当初】

事業内容

財　　源

（農業技術課） 2,600

【R⑥2月補正】

事業内容 .

財　　源

（水産漁港課） 30,650

【R⑥11月補正】

事業内容

財　　源

重点支援地方創生臨時交付金

漁業者等に対する物価高騰対策緊急支援事業

国の「セーフティネット構築事業」に係る漁業者積立金を支援

（補助率）1/8

重点支援地方創生臨時交付金

飼料生産資材価格高騰緊急支援事業

自給飼料の生産資材経費の高騰の影響を受ける畜産農家に対する支援

生産資材（種苗、燃油等）の価格高騰相当額を補助
（実施主体）（公社）富山県畜産振興協会
（補助単価）定額（400円/10a以内）
（対象期間）R7年度（R7年度収穫面積に対して支援）

価格転嫁総合推進事業

　適切な価格転嫁を推進するため、新たに金融機関と連携した支援体制を構築す
るほか、セミナーや専門家派遣による伴走支援等を実施

①価格転嫁実態調査
②伴走支援　　・企業ヒアリング、専門家の派遣
　　　　　　　・金融機関との連携体制を構築
③価格転嫁支援セミナーの開催

重点支援地方創生臨時交付金

農業用施設電気料金高騰緊急支援事業

農業者が利用・保有する乾燥調製施設等の電気料金の高騰分を支援

（対象期間）R7.1月～12月（12か月間）
（対象施設）乾燥調製施設（米、麦、大豆）
　　　　　　集出荷貯蔵施設（園芸作物）
（補助対象）上記施設を有する農業者やJA
（補助率）　1/8

重点支援地方創生臨時交付金

耕畜連携飼料自給率向上対策事業

　耕畜連携により飼料自給率の向上を図るため、県産飼料用稲（稲ＷＣＳ）の生
産・利用に必要な機械の導入を支援

（対象者）耕畜連携協議会、畜産農家
（補助対象）稲発酵粗資料の生産棟に必要な機械の導入
（補助率）1/3　補助上限額：350万円

重点支援地方創生臨時交付金
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